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4－1　学 校 教 育


統計表の編成と基礎資料

この分野は、学校教育、学校保健及び学校施設に関する統計表で編成されている。
学校教育に関する統計表としては、学校種類別に学校数、教員数、在学者数など学校教育の基本的事項に関する統計表を掲載している。主に戦前の学校教育を旧制で、戦後の学校教育を新制で表示し、おおむね旧制、新制の順で統計表を配列した。
学校保健に関する統計表としては、児童･生徒の体位の向上について、身長、体重、胸囲、座高に関する統計表を掲載した。
学校施設に関する統計表としては、小中学校の校地面積、建物面積に関する統計表を掲載した。
基礎資料は、『愛知県統計書』、『名古屋市統計書』及び『名古屋市統計年鑑』などであるが、明治20年代の統計データは、『愛知県学事年報』も利用した。なお、第二次大戦前の学校の沿革や区分については、『愛知県教育史』を参考にした。
学校制度の沿革

第二次大戦前の教育制度の変遷をみると、まず明治5年に｢学制｣が頒布されたが、この当時は小学校、中学校、大学校の3段階を基本とした学校体系であった。明治19年に｢小学校令｣が公布され、尋常小学校の課程(4年)を義務教育とし、明治40年にはその義務教育年限が6年に延長された。また、｢中学校令｣、｢師範学校令｣も明治19年に公布されている。一方、高等教育においても、明治19年に｢帝国大学令｣、明治27年に｢高等学校令｣、明治36年に｢専門学校令｣、大正7年には｢大学令｣がそれぞれ公布された。
本市も、国の監督の下に義務教育施設である小学校の設置、運営を中心に教育事務を行ってきた。市制施行時の小学校は、当時の市域で28校であったが、その後の市域の拡大などにより、小学校が国民学校に改められた昭和16年には、131校となった。このほかに、幼稚園、高等女学校や商業学校などの実業学校を本市が設置、運営していた。また私立の学校も明治初期から数多く設立、運営されていた。高等教育機関についてみると、大正9年に愛知県立の愛知医科大学が設置されたのを始め、本市は東海地方の高等教育の中心地として教育機関が充実していった。なお戦前の実業補習学校は、勤労青年を対象とし社会教育の一環として設置されていたが、本書では、この｢学校教育｣の分野に掲載した。
第二次大戦後の教育改革により、教育行攻は大きく改革された。昭和22年に｢教育基本法｣及び｢学校教育法｣が制定され、教育委員会が設置され、また6・3・3・4の新学制が確立された。本市においても、新学制による義務教育施設としての小学校、中学校の整備に大きな努力を払い、昭和62年度現在その数はあわせて362校を数えるまでになった。また、戦後は高等教育機関の拡充が著しく、国、公、私立の数多くの高等学校、短期大学、大学が設置された。市立の大学についてみても、昭和25年4月に市立の名古屋女子医科大学と名古屋薬科大学を統合して名古屋市立大学を設置し、同時に名古屋市立女子専門学校を母体に名古屋女子短期大学(同年12月に名古屋市立女子短期大学と改称)が設置された。更に昭和28年4月には、名古屋市立保育専門学園を母体として名古屋市立保育短期大学を設置した。また、昭和63年4月には、名古屋市立大学看護短期大学部が開学した。
なお、昭和36年には高等専門学校が、昭和50年には専修学校が制度化された。
学校基本調査(指定統計第13号)　

この調査は、文部省所管により、学校教育行政上の基礎資料を得るため、昭和23年から毎年実施されている。
学校教育法による幼稚園、小学校、中学校、高等学校、高等専門学校、短期大学、大学、盲･聾･養護学校、専修学校及び各種学校を対象に、毎年5月1日現在の学校数･学級数･在学者数･教職員数などの基本的な事項を調査している。本書のデータは、学校数には分校も含み、また市外にある名古屋市教育委員会所管の郊外学校を含む。但し、高等学校通信制課程に関しては、別に学校通信教育調査があり、ここには含まれていない。
